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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第３四半期
累計期間

第49期
第３四半期
累計期間

第48期

会計期間

自2022年
　１月１日
至2022年
　９月30日

自2023年
　１月１日
至2023年
　９月30日

自2022年
　１月１日
至2022年
　12月31日

売上高 （千円） 915,738 445,883 1,058,494

経常損失（△は損失） （千円） △10,187 △302,217 △32,854

四半期（当期）純損益（△は損

失）
（千円） 6,607 △303,069 744

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 80,000 80,000 80,000

発行済株式総数 （千株） 33,831 33,831 33,831

純資産額 （千円） 694,833 449,608 689,056

総資産額 （千円） 1,639,243 1,260,106 1,531,350

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（△は損失）
（円） 0.20 △9.05 0.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － 0.02

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 42.3 35.6 44.9

 

回次
第48期

第３四半期
会計期間

第49期
第３四半期
会計期間

会計期間

自2022年
　７月１日
至2022年
　９月30日

自2023年
　７月１日
至2023年
　９月30日

１株当たり四半期純損益金額

（△は損失）
（円） 0.95 △3.02

　（注）１．第48期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第49期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載

しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間おいて、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社

における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更が

あった事項は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において、当社が判断したものであります。

 
継続企業の前提に関する重要事象等

　当社では前事業年度まで継続した重要な営業損失等の赤字決算の結果、2019年12月期には債務超過となりまし

た。2020年４月14日に第三者割当による新株式の発行の払込みがなされ、同年４月30日に借入金返済条件の変更及

び債務免除を受け、債務超過を解消し、現在に至るまで経営再建に取り組んでおりますが、当第３四半期累計期間

においても、営業損失314百万円、経常損失302百万円、四半期純損失303百万円を計上するに至っております。こ

れらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社は当該状況を解消し、収益構造の改善を推進するため、以下の諸施策を実施しております。

①財務基盤の改善

　当社は、ご支援頂いております取引金融機関等の債権者様に対しまして既存の借入金の返済期限の延長など、引

き続きご支援頂くことを御願いしてまいります。また、新株予約権者様からの新株予約権行使による資金調達の

他、新たなエクイティファイナンスの検討も進めてまいります。当社は、これらの資金により、財務基盤の改善に

取り組んでまいります。

②事業上の改善

イ．売上高の改善

　営業力の強化、成膜・シリコンウェーハ再生事業の製品群増加・新規顧客獲得、技術力の強化、経営資源活用

による新規事業の構築等を実施してまいります。

ロ．収益力の改善

　既存技術のブラッシュアップ・経営資源活用による新規案件（半導体製造装置関連事業への参入他）の収益

化、原価低減・電力費削減などの全社コスト削減を実施してまいります。

ハ．企業力の向上

　PDCAサイクルの確立、人事システムの運用見直しによる従業員のモチベーションとパフォーマンス向上、計画

のモニタリング・プロジェクト管理の強化等を実施してまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、当社の四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期財務諸表には反映しておりません。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

　当第３四半期累計期間（2023年１月１日～2023年９月30日）におけるわが国経済は、景気は緩やかに回復して

いる状況で推移いたしました。また、先行きにつきましては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果

もあって、緩やかな回復が続くことが期待されますが、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念

など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっており、また、物価上昇、金融資本市場の変

動等の影響に十分注意する必要があるとされております。

　このような環境の中、当第３四半期累計期間の売上高は、445百万円（前年同四半期比51.3％減）に、営業損

失は314百万円（前年同四半期は営業損失23百万円）に、経常損失は302百万円（前年同四半期は経常損失10百万

円）に、四半期純損失は303百万円（前年同四半期は四半期純利益６百万円）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①基板事業

　売上高は359百万円（前年同四半期比54.3％減）となりました。セグメント損失は、256百万円（前年同四半期

はセグメント損失32百万円）となりました。

②不動産賃貸事業

　売上高は75百万円（前年同四半期比41.0％減）となりました。セグメント損失は、10百万円（前年同四半期は

セグメント利益９百万円）となりました。

③その他

　その他はSiC加工事業等でありますが、売上高は10百万円となりました。セグメント損失は、47百万円となり

ました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末と比べて271百万円減少し、1,260百万円となりました。

　流動資産は、現金及び預金、受取手形及び売掛金の減少等により240百万円減少し、228百万円に、固定資産

は、有形固定資産の取得の一方、圧縮記帳及び減価償却費の計上等により30百万円減少し、1,031百万円となり

ました。

　負債は、支払手形及び買掛金の減少、借入金の返済等により31百万円減少し、810百万円となりました。

　純資産は、新株予約権の行使の一方、四半期純損失の計上等により239百万円減少し、449百万円となりまし

た。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（2023年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2023年11月10日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 33,831,519 33,831,519
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 33,831,519 33,831,519 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 33,831,519 － 80,000 － －

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 334,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,492,700 334,927 －

単元未満株式 普通株式 4,519 － －

発行済株式総数  33,831,519 － －

総株主の議決権  － 334,927 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が800株

（議決権の数８個）含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

株式会社倉元製作所
宮城県栗原市若柳

武鎗字花水前1-1
334,300 － 334,300 0.99

計 ― 334,300 － 334,300 0.99

 （注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株（議決権

の数１個）あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 周　玉静 2023年６月30日

 

(2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性8名　女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2023年７月１日から2023年９

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

監査法人アリアによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2022年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 94,234 27,294

受取手形及び売掛金 102,805 73,696

電子記録債権 118,234 15,478

商品及び製品 5,632 6,447

仕掛品 6,401 17,865

原材料及び貯蔵品 41,764 57,616

前払費用 3,552 6,355

その他 96,257 23,409

流動資産合計 468,882 228,163

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 184,535 239,458

構築物（純額） － 17,686

機械及び装置（純額） 61,120 93,274

工具、器具及び備品（純額） 3,170 3,261

土地 507,321 507,321

リース資産（純額） 67,340 57,959

建設仮勘定 237,735 111,340

有形固定資産合計 ※１ 1,061,223 ※１ 1,030,302

投資その他の資産 ※２ 1,244 ※２ 1,640

固定資産合計 1,062,467 1,031,942

資産合計 1,531,350 1,260,106

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 25,446 11,571

１年内返済予定の長期借入金 160,096 156,096

リース債務 13,110 13,569

未払金 69,751 66,986

未払費用 6,202 10,757

未払法人税等 1,136 852

災害損失引当金 6,460 6,460

その他 16,814 26,400

流動負債合計 299,017 292,692

固定負債   

長期借入金 433,465 422,012

リース債務 64,226 53,991

退職給付引当金 3,166 2,660

その他 42,418 39,141

固定負債合計 543,276 517,805

負債合計 842,294 810,498
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2022年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2023年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 80,000 80,000

資本剰余金 597,611 661,935

利益剰余金 9,770 △293,299

自己株式 △251 △104

株主資本合計 687,130 448,531

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 141 333

評価・換算差額等合計 141 333

新株予約権 1,783 743

純資産合計 689,056 449,608

負債純資産合計 1,531,350 1,260,106
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

 当第３四半期累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 915,738 445,883

売上原価 766,419 590,609

売上総利益又は売上総損失（△） 149,319 △144,725

販売費及び一般管理費 172,481 169,304

営業損失（△） △23,161 △314,030

営業外収益   

受取利息 8 51

受取配当金 18 19

助成金収入 18,579 7,939

協力金収入 － 15,567

その他 11,216 3,380

営業外収益合計 29,821 26,957

営業外費用   

支払利息 13,359 12,848

その他 3,487 2,296

営業外費用合計 16,847 15,144

経常損失（△） △10,187 △302,217

特別利益   

固定資産売却益 350 －

受取保険金 70,000 －

補助金収入 － 100,000

特別利益合計 70,350 100,000

特別損失   

災害による損失 21,834 －

災害損失引当金繰入額 30,869 －

固定資産圧縮損 － 100,000

特別損失合計 52,703 100,000

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 7,459 △302,217

法人税、住民税及び事業税 852 852

法人税等合計 852 852

四半期純利益又は四半期純損失（△） 6,607 △303,069
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社では前事業年度まで継続した重要な営業損失等の赤字決算の結果、2019年12月期には債務超過となりました。

2020年４月14日に第三者割当による新株式の発行の払込みがなされ、同年４月30日に借入金返済条件の変更及び債務

免除を受け、債務超過を解消し、現在に至るまで経営再建に取り組んでおりますが、当第３四半期累計期間において

も、営業損失314百万円、経常損失302百万円、四半期純損失303百万円を計上するに至っております。これらの状況

により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社は当該状況を解消し、収益構造の改善を推進するため、以下の諸施策を実施しております。

１．財務基盤の改善

　当社は、ご支援頂いております取引金融機関等の債権者様に対しまして既存の借入金の返済期限の延長など、引

き続きご支援頂くことを御願いしてまいります。また、新株予約権者様からの新株予約権行使による資金調達の

他、新たなエクイティファイナンスの検討も進めてまいります。当社は、これらの資金により、財務基盤の改善に

取り組んでまいります。

２．事業上の改善

(1) 売上高の改善

　営業力の強化、成膜・シリコンウェーハ再生事業の製品群増加・新規顧客獲得、技術力の強化、経営資源活用

による新規事業の構築等を実施してまいります。

(2) 収益力の改善

　既存技術のブラッシュアップ・経営資源活用による新規案件（半導体製造装置関連事業への参入他）の収益

化、原価低減・電力費削減などの全社コスト削減を実施してまいります。

(3) 企業力の向上

　PDCAサイクルの確立、人事システムの運用見直しによる従業員のモチベーションとパフォーマンス向上、計画

のモニタリング・プロジェクト管理の強化等を実施してまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、当社の四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期財務諸表には反映しておりません。

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとい

たしました。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症による影響）

　前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染拡大による影響に関する仮定につ

いて重要な変更はありません。
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（四半期貸借対照表関係）

※１　直接減額方式による圧縮記帳額

 
前事業年度

（2022年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2023年９月30日）

国庫補助金等による圧縮記帳額 －千円 100,000千円

 

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（2022年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2023年９月30日）

投資その他の資産 21,833千円 21,833千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に

係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 2022年１月１日
至 2022年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自 2023年１月１日
至 2023年９月30日）

減価償却費 41,364千円 47,628千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当第３四半期累計期間において、新株予約権の行使により、その他資本剰余金が64,324千円増加しました。

その結果、当第３四半期会計期間末においてその他資本剰余金が661,935千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2022年１月１日 至　2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

 報告セグメント

合計

 基板事業
不動産賃貸

事業
計

売上高     

顧客との契約から生じる収益 787,096 128,642 915,738 915,738

外部顧客への売上高 787,096 128,642 915,738 915,738

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － －

計 787,096 128,642 915,738 915,738

セグメント利益又は損失（△） △32,848 9,686 △23,161 △23,161

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更に関する事項

　第１四半期会計期間より、定款変更に伴い、報告セグメントを従来の「基板事業」に「不動産賃貸事業」を加えて２

区分に変更いたしました。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2023年１月１日 至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計

 基板事業
不動産賃貸

事業
計

売上高      

顧客との契約から生じる収益 359,817 75,887 435,705 10,178 445,883

外部顧客への売上高 359,817 75,887 435,705 10,178 445,883

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 359,817 75,887 435,705 10,178 445,883

セグメント損失 △256,096 △10,634 △266,730 △47,300 △314,030

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、SiC加工事業等を含んでおりま

す。

２．セグメント損失は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損益金額（△は損失）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純損益金額（△は損失） ０円20銭 △9円05銭

（算定上の基礎）   

四半期純損益金額（△は損失）（千円） 6,607 △303,069

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損益金額（△は損失）

（千円）
6,607 △303,069

普通株式の期中平均株式数（株） 33,030,849 33,475,598

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があっ

たものの概要

－ －

（注） 前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。また、当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額のため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月10日

株式会社倉元製作所

取締役会　御中
 

監査法人アリア

　東京都港区

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 茂木　秀俊

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　康之

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社倉元製

作所の2023年１月１日から2023年12月31日までの第49期事業年度の第3四半期会計期間（2023年７月１日から2023年９月

30日まで）及び第3四半期累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半

期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社倉元製作所の2023年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性

「注記事項（継続企業の前提に関する事項）」に記載のとおり、会社は、前期事業年度まで継続して営業損失を計上し

ていた。当第３四半期累計期間も同様であり、当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対

する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

続できなくなる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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